
入札公告（工事監理）

次のとおり一般競争入札に付します。

令和５年２月７日

農事組合法人Ｊリード

　代　表　　井下　英透

１．競争入札に付する事項

（１） 業務名 農事組合法人Ｊリードバイオガスプラント建設事業に係る工事監理業務

（２） 履行場所　 中川郡豊頃町長節778-2

（３） 業務内容 ・

・

・

［農水省交付金補助制度の利用に伴う業務概要］

１. 交付金補助対象・対象外別の工事進捗状況の確認管理等

２.

３. 次年度以降の交付金申請状況を踏まえた施工状況及び出来高の把握、想定

４.

５. その他必要に応じた交付金の申請、確保に関連する業務

６. 以上、交付金関連業務に係る発注者への報告、連絡調整

（４） 履行期限 契約日翌日から令和７年６月３０日まで

２．競争入札に参加する者に必要な資格

（１） 次の各項に該当しない者であること。

ア 契約を締結する能力を有しない者、破産者で復権を得ない者及び反社会的勢力に該当する者。

イ 申請書及びその添付書類に虚偽の記載をした者。

（２）

（３）

（４） 一級建築士資格を有する管理技術者を適切に配置した体制をとることができる者であること。

（５）

（６）

　農事組合法人Ｊリードバイオガスプラント建設事業における建築、土木、電気設

備、機械設備に係る工事の監理業務とする。（業務詳細は｢建築工事監理業務委託共

通仕様書｣参照）

　工事監理業務を行うにあたっては、必要に応じて基本設計書、建設事業受注者から

の入札時提案書及び実施設計書等の内容を把握し、必要な照査、調整等を行い監理業

務に反映する。

　本事業で利用する補助制度に係る工事の進捗管理報告、工事期間における各年度で

の補助制度利用に関係する事項の検討整理を行い発注者に報告する。

建築士法（昭和25 年法律第202 号）第23 条の規定に基づく一級建築士事務所の登録を行っている者であ

ること。

過去10年間に道内にて本業務と同種の工事に伴う設計（基本又は実施）業務、工事監理業務又はコンサル

ティング業務を履行した実績を有する者であること。

　工事監理者は、発注者からの指示、打合せのもと補助に係る要綱等に基づいた資料

の整理作成を行うとともに、それに付随した工事受注者からの資料提供等協力の指示

や調整、申請等に係る関係官庁（豊頃町、北海道（本庁及び十勝総合振興局の関係部

局）、農林水産省北海道農政事務所、農林水産省本省）との調整や、問合せへの対応

当該年度の交付金の交付決定額を見据えた出来高管理、工事受注者との連

絡調整・協議

要綱に定める必要書類（次年度以降の事業実施計画書・費用対効果分析

書、交付申請書（要望額算定）、実績報告書、事業進捗状況報告書等）の

作成又は協力、これらに付随する各種添付資料の作成又は協力

競争参加資格確認申請書及び競争参加資格確認資料の提出期限の日から開札の時までの期間に、国又は北

海道、道内の地方公共団体による指名停止処分を受けてないこと。

会社更生法に基づき更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に基づき再生手続開始の申立

てがなされている者でないこと。



３．対象施設及び工事の概要

４．一般競争入札参加資格の確認等

(1)

ア　申請書 第１号様式 競争入札参加資格審査申請書

イ　資料 第２号様式 管理技術者及び担当技術者の経歴等届出

５．一般競争入札参加資格申請書提出期間等

（１） 提出期間 令和５年２月７ 日（火）から令和５年２月１７ 日（金）16 時00 分まで

（２） 提出場所 農事組合法人　Ｊリード

住所： 中川郡豊頃町長節444-1

電話： 090-1520-1623

メール： info@j-lead.com

（３） 提出書類等 上記４で示す申請書（第１号様式）及び資料（第２号様式）

（４） 提出方法 持参又は郵送（期限日必着）

６．参加資格の通知

競争参加資格がある場合は通知せず、無いと認められた場合にその旨を通知する。

通知予定日 令和５年２月２０ 日（月）

７．入札書の提出場所等

　当該入札への参加資格の無い旨の通知がない限り、次のとおり入札書を提出するものとする。

（１） 入札書の提出場所及び提出期限

ア 提出場所 上記５（２）と同じ。

イ 提出期限 令和５年２月２２ 日（水）12 時00 分（郵送の場合は必着のこと）

なお、入札方法として、電送又はファクシミリによる入札は認めない。

（２） 開札執行の日時及び場所

ア 執行日時 令和５年２月２２ 日（水）14 時00 分

イ 執行場所 上記５（２）と同じ。

８．その他

（１） 入札保証金及び契約保証金 免除

（２） 入札の無効

（３） 最低制限価格 設けない。

（４） 落札者の決定方法

（５） 契約書作成の要否 要

（６） 使用言語及び通貨 日本語及び日本国通貨に限る。

予定価格の制限の範囲内で入札をした者のうち、最低の価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす

る。

　この建築工事監理業務（以下「本業務」という。）の対象となる施設設備（以下「対象施設等」とい

う。）の概要は別紙「工事概要・機器リスト」のとおりとし、工事内容はこれら対象施設等の新築、新設

工事とする。

本競争の参加希望者は、入札公告２に掲げる競争参加資格を有することを証明するため、次に従い、申請

書及び資料各１部を提出し、競争参加資格の有無について確認を受けなければならない。

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又はその添付書類に虚偽の記載をした者のした

入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。


